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この KOBAKAN ニュースは、㈱アプレイザル総研・小林穂積とお名刺交換された方、または、

ご縁を頂いた方にお送りしております。 

 

1.商業地プラス 7.3％住宅地 07 年以来の伸び、基準地価！！ 

大阪府が９月 1日に発表した府内の基準地価(7 月 1 日時点)で、商業地の平均変動率は

3 年連続の上昇となる前年比プラス 7.3%と、同 8・7％だった 2019 年以来の高水準となっ

た。好調なインバウンド(訪日外国人客)と消費の回復が背景にあり、府は「新型コロナ

ウイルスの影響はほぼ払拭された」と分析している。住宅地の平均変動率も 3 年連続の

上昇となるプラス 2%となり、都心部のマンション需要の高まりから 07 年以来の伸びとな

った。 

調査地点は前年と同数で、

住宅地481か所、商業地166

か所、工業地 40 か所、宅

地見込地、林地各 1か所の

計 689 か所。商業地では、

前年から上昇した地点が

97%を占め、横ばいが 3%、

下落は前年に続いて 0%だ

った。 

飲食店などが集まる大阪

市主要部や幹線道路沿い

などの路線商業地域で上

昇幅が拡大した。コロナ前を上回る勢いで訪日客が急増したことが影響したとみられる。

特に、今月 6 日に一部が先行開業した JR 大阪駅北側の再開発区域「うめきた 2 期」など

梅田周辺から少し離れるものの、従来は割安感のあったエリアでマンション用地との競合

が起き、地価の大幅な上昇につながった。 

住宅地では、前年から上昇した地点が 76.2%となり、横ばいが 9.1%、下落は 14・7%だっ

た。大阪、堺両市や北摂、北大阪地域の一部など、交通の利便性に優れたエリアが前年に

引き続き上昇した。商業地と同様、JR 大阪駅周辺の再開発の影響で、その周辺地域の上

昇幅が大きかった。豊中市や吹田市、寝屋川市などの郊外も上昇した一方で、山間部など

では下落が続いた。                 (読売新聞 2024.9.18) 

 

2.マンション高くても人気、資材高好立地に供給集中・基準地価！！ 
国土交通省が発表した 2024 年基準地価で、住宅地の上昇率は、バブル期以来の大きさ

となった。資材費の高騰もあり、不動産会社は利益が見込める好立地のマンションに販
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売を絞っている。住宅ローン金利の上昇を見

据え、今のうちに物件を購入しようとする客

も多い。 

繁華街のイメージが強かった東京・池袋で、

タワーマンションの建設が相次いでいる。住

友不動産「グランドシティタワー池袋」の営

業担当、吉岡哲也さんは、「池袋は再開発が進

み、子育てしやすいエリアに変わってきた」

と説明する。地下鉄の駅が近く、約75㎡の2LDK

で価格が 2 億円を超える部屋もある。販売は好調で、モデルルームは予約がいっぱいだ。

価格は、23 年 9 月に発売した 1期よりも 2割ほど引き上げた。 

状況は大阪も変わらない。JR 大阪駅北側の再開発地域「うめきた 2 期(グラングリーン

大阪)」で建設が進む 46 階建てタワマンの平均販売価格は 2億円を超える。2月の第 1期

販売では、最も人気が高かった部屋で抽選倍率は 95 倍だった。 

地価の上昇は続くのか。日本銀行が利上げを実施してから、金融機関は固定型住宅ロー

ン金利の引き上げを始めた。今後は、利用が多い変動型を引き上げる動きが出てくると

みられる。今回の地価上昇は、住宅ローン金利が引き上げられる前の駆け込み需要が原

因だったとの見方もある。         (読売新聞 2024.9.18) 

 

3.梅田に職住一大都市・関西成長の起爆剤に、うめきた 2 期開業 
JR 大阪駅北側の再開発街区「グラングリーン大阪(うめきた 2 期)」が９月 6 日に先行開

業を迎える。オフィスには関西企業が相次ぎ本社移転を決め、タワーマンションも建設

中だ。敷地の半分を緑地公園が占めるなど生活環境も充実する。職住近接のコンパクト

シティの大阪を象徴し、梅田に都市機能の集約が進む。 

商業面ではまず 1 店舗が営業を始める。ホームセンターのコーナン商事は初の都市型新

ブランド「ガーデンズウメキタ」を北館に開く。約 600 種類の植物を取り扱うほか、水

槽や熱帯魚などアクアリウム関連商品をそろえる。 

グラングリーン大阪の分譲タワーマンションのうち、先行販売された北街区の棟では、1

室あたりの分譲単価が関西最高価格の 25 億円を記録した。ビジネスや商業とともに住む

街としての価値が評価されている。 

グラングリーン大阪は人を集める空間に重

きを置いている。産官学連携のイノベーショ

ン施設「JAMBASE(ジャムベース)」が開業す

る。大阪大学の高精度センサーを用いた人流

把握システムなど、大学の研究成果を披露す

る拠点を設ける。 

立命館大学も拠点を開き、交通の便の良い梅

田でビジネスパーソンと学生・教職員の交流

による価値創造を目指す。 

都市機能の充実は、大阪市が人口や工業出荷
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額で突出していた大正末期から昭和初期の「大大阪」時代を想起させる。グラングリーン

大阪は 11 万 3000 ㎡のオフィスを供給し、グランフロント大阪と合わせて 700 社の集積

をめざす。一方でこれまでに本社や大阪拠点の移転を決めた企業は、クボタが難波、塩野

義製薬が道修町、富士通が大阪ビジネスパーク(OBP)といずれも大阪の他の中核地域から

だ。(日本経済新聞 2024.9.4) 

 

4.大阪のオフィス、梅田に集積・阪急側にも再開発の波！! 
大阪駅北側の大型再開発街区「グラングリーン大阪(うめきた 2期)」が９月 6日、先行

開業した。4 月に日本郵便などが手がける「JP タワー大阪」のオフィスフロア、7月には

JR 西日本の「イノゲート大阪」がオープンし、大阪駅周辺は様変わりした。阪急大阪梅

田駅周辺も約 60 年ぶりに再開発される計画で、大阪・梅田の進化は止まりそうもない。 

大阪市内を南北に貫くなにわ筋線が 31 年に開業予定で大阪駅とつながる。新大阪駅や関

西国際空港へのアクセス向上が予定されるなか、梅田では新たな再開発が進む。阪急阪神

ホールディングスは、阪急電鉄の大阪梅田駅周辺の再開発に着手する。大阪新阪急ホテル

オフィスビルの阪急ターミナルビルを

高層ビルに建て替える。 

商業施設の阪急三番街も全面改装す

る。早くて 35年の完成を見込んでいる。 

大阪・梅田駅周辺で 10 年に梅田阪急

ビル、13 年にグランフロント大阪、22

年には阪神百貨店梅田本店が入る大阪

梅田ツインタワーズ・サウスが開業し

た。JLL 関西支社の山口武リサーチディ

レクターは「新宿や渋谷などターミナ

ル駅ごとに特色が違う産業が集まる東

京と異なり、大阪は梅田にさまざまな

業種が集積し独自性を発揮している」とみる。    (日本経済新聞 2024.9.10) 

 

5.地価上昇の先行きに注視を(社説) 
旺盛なインバウンド需要などで地価が上昇基調を強めている。国土交通省がまとめた 7

月 1日時点の基準地価は、全用途の全国平均 3 年連続で上昇した。上昇率も前年比で 1.4%

と 1991 年以来の高い水準になった。 

利上げが始まったなかでも金利はなお低い水準にあり、海外投資家の需要が根強いため

だ。ただ日米の金融政策や海外資金の動向によっては変調を来す可能性もあり、先行きを

注視する必要がある。三大都市圏は 3.9%の高い伸びとなった。東京の商業地では訪日客

に人気の浅草や渋谷などの上昇率が高い。大阪も再開発が進む地域を中心に 2ケタの上昇

率を示す地点が増えた。都心部では商業施設とマンションの競合も地価を押し上げている。 

上昇は地方にも広がり、札幌、仙台、広島、福岡の 4都市を除く地方圏が 32 年ぶりにプ

ラスへ転じた。けん引役はインバウンドと半導体工場で、北海道や九州・沖縄に上昇率の
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高い地点が目立つ。人口減少で地方圏のほぼ半数の地点は下落が続くが、交通網の整備や

再開発で反転する例もある。街づくりの巧拙が問われよう。 

地価の水準をみると、東京都心の商業地にバブル期の価格を上回るところがあるなど一

部に過熱感がうかがえる。都心のマンション価格も建築費の値上がりと外国人の取得増加

で高止まりしている。ただ 23 区の住宅地の平均価格はバブル期の半分ほどだ。全体とし

ては、おおむね実需を反映した水準といえるだろう。 

諸外国に比べ、日本の不動産市場は低金利と円安でなお収益を上げやすい環境にある。

ただ金利が上がればうまみは薄れる。建設業の人手不足もあり、オフィスビルの完成を

遅らせて供給を絞るなど変調に備える動きも出てきた。近年、企業が保有不動産を手放

し、国内外のファンドが取得する例が増えている。海外ファンドは世界で分散投資し、

日本の不動産市場も海外の影響を受けやすくなった。先行きは慎重にみたい。 

(日本経済新聞 2024.9.19) 

 

6.フラット 35 初の残高減住宅ローン、変動型にシフト 
申請戸数、ピーク時の 2割に！！ 

固定金利型住宅ローンの代表格である住宅金融支援機構の「フラット 35」の利用が低迷

している。2023 年度中の申請戸数はピーク時の 2割に縮小し、ローン残高も 03 年度の取

り扱い開始以来、初めて減少に転じた。 

金利の低い変動型を選ぶ人が多いためで、日銀が

マイナス金利政策を解除した今春以降も減少傾向

が続いている。フラット 35 は住宅購入をしたロー

ン契約者が最長 35 年間の返済期間中に金利がかわ

らず、借り入れ時点で金利や返済額が確定するのが

特徴だ。支援機構が民間金融機関を通じて提供して

いる。長期固定は金利変動リスクが大きいため、民

間金融機関だけでは提供が難しい。 

申請戸数は 20 年度ごろから減少傾向が明確になり、23 年度は前年度比 4割減の 4万件

だった。10 年度には 17 万 4 千件とピークに達していた。 

低迷の背景にあるのはフラット 35 の金利水準の高さだ。住宅ローンは短期金利に連動

する変動型と、長期金利に連動する固定型に分かれる。日銀が続けてきた低金利政策やネ

ット銀行の参入による競争激化により変動金利は低下が続いてきた。 

3 月には日銀がマイナス金利政策を解除し、7月には追加利上げを決めたが、足元では固

定型の需要は高まっていない。4~6 月のフラット 358の申請戸数は前年同期比で 15%減り、

7 月以降も「減少傾向は変わっていない」(支援機構担当者)という。 

(日本経済新聞 2024.9.4) 
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